
平成 26 年度事業報告 

1.学術委員会 

・平成 26年 8月 31日(日) 第 5回 北海道呼吸療法セミナー（旭川赤十字病院 講堂） 

参加者数 116名（一般 115名、学生 1名） 

・平成 26年 10月 25日(土) アフェレシス技術セミナー2014（札幌北楡病院） 

参加者数 30名（一般 17名、学生 13名） 

・平成 26年 11月 30日(日) 第 25回 北海道臨床工学会（北海道大学 学術交流会館） 

参加者数 509名（会員 230名、非会員 47名、学生 177名、賛助 55名） 

・平成 27年 2月 21日（土）、22日（日）第 26回 人工呼吸セミナー（札幌医科大学 講堂） 

北海道臨床工学技士会協賛 スタッフ派遣 

2.広報委員会 

・技士会ニュース発行（5，7，9，11，1，3月）＊広告掲載企業 18社 

各委員会委員長からの活動報告掲載。各医療機関技士からの施設・業務紹介。 

・会誌 平成 26年 9月発行。医学中央雑誌へ登録＊広告掲載企業 22社 

・ホームページ更新 

その都度（求人募集、学会・セミナー、医療機器関連、メーリングリスト、委員会活動 

報告、技士会リーフレット・パンフレット掲載、会員専用欄等） 

・新パンフレット、リーフレットの配布 

     北海道医療技術者連絡協議会パネル展、AED点検指導時（公益事業推進委員会） 

・マスメディア関連 

北海道新聞および北海道医療新聞掲載等 

 

3.安全委員会 

・平成 26年 11月 15日（土）北海道手術室安全セミナー札幌（TKPガーデンシティ札幌駅前） 

参加者数 71名 

 ・平成 26年 12月 7日（日）第 9回医療安全セミナー（北海道大学 学術交流会館） 

参加者数 108名（一般 77名、学生 31名） 

・ホームページおよび、メーリングリストを用いた医療安全情報の発信、啓蒙 

4.教育委員会 

・平成 26年 7月 6日（日）北海道臨床工学技士会卒後教育セミナー（吉田学園医療歯科専門学校） 

   参加人数 会員 20名 

・平成 26年 11月 22日（土）北海道心カテセミナー vol.1（TKP札幌ビジネスセンター赤レンガ前） 

参加人数 48名（会員 30名、非会員 18名） 

・平成 27年 3月 1日(日) 第 7回北海道臨床工学技士会卒後教育セミナー（ムトウ札幌本社 会議室） 

参加人数 会員 36名 

・ロボット作業部会 

第 1回委員会 平成 27年 3月 31日開催 

5.公益事業推進委員会 

・ＡＥＤ日常点検講習 9施設（参加延べ人数 96人） 

・町内会医療セミナー 3 回開催（参加延べ人数 127名） 



6.渉外委員会 

・平成 26年 6月 30日(月) 医療技術者団体連絡協議会パネル展（札幌市地下歩行空間） 

・平成 27年 3月 9日(月) 札幌医学技術福祉歯科専門学校 卒業式へ参加 

・平成 27年 3月 6日(金) 吉田学園医療歯科専門学校 卒業式へ参加 

・平成 27年 3月 18日(水) 北海道ハイテクノロジー専門学校 卒業式へ参加 

7.危機管理委員会 

・平成 27年 3月 15日（日）第 2回危機管理セミナー（北海道大学 学術交流会館） 

   参加人数 165名（臨床工学技士 45名、看護 31名、医師 1名、学生 81名、企業 7名） 

・委員会を 4回開催し、セミナー運営、技士会ＨＰ、メーリングリストを活用した、災害時の情報提供・

相談窓口の設置等について検討 

8.法務委員会 

・会員専用相談窓口を設置。利用件数は平成 26年度 0件となる。 

 9.倫理委員会 

  ・倫理規定の策定 

10.組織委員会 

  ・第 1回委員会 平成 27年 2月 28日開催 

11.事務局 

・平成 26年 6月 8日（公社）北海道臨床工学技士会 総会準備対応（KKR札幌医療センター） 

会員数 956名 出席 661名（うち委任状 638名） 

・北海道臨床工学技士会会員登録・受付完了通知書の発行 

・北海道臨床工学会、各セミナー受付業務、受講票の発行 

・ホームページからの技士会問合わせ対応 

・北海道臨床工学技士会 技士会表彰（4養成学校の卒業生に対して） 

・臨床工学技士養成校への入会案内(吉田学園一括入会) 

・日本臨床工学技士会より依頼の会員突合せ調査 

・北海道・東北臨床工学技士連絡協議会対応 

・賠償責任保険の入会受付窓口 

 12.財務委員会 

  ・平成 26年度正味財産増減計算書および平成 27 年度予算書の作成 

・各セミナー等の財務処理 

・年会費自動振込化の申請とその対応 

・賛助会費値上げ申請とその対応 

・会費未納者に対する督促 

・コスト削減案の模索（ネット会議開催による旅費等の削減について） 

 

 


